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とした核開発競争は世界各地に核兵器の拡散をもたらすとともに、大気中核実験が繰り返し行われるなかで放射性物質による地球汚染が現実のもの なり、核実験禁止を求める国際世論が高まった。一九六二年には、工業化による「豊かな生活」を享受しつあったアメリカにおいてレイチェル・カーソンが『沈黙の春』 発表 て合成化学物質による 態系破壊に警鐘を鳴らし、一九七〇年には、地球環境保全を求める三〇万人以上が参加する「アース・デイ」が全米各地で行われた。また一九六八年、研究者、実業家、政治家らが集まって結成されたローマ・クラブは、独自に開発したグローバル・モデルをもとに て地球環境
の将来予測を行い、一九七二年に『成長の限界』を発表して、資源の枯渇、環境汚染、食糧不足による環境危機を回避するための対策の必要性を訴えた。また同年にはストックホルムで国連初の環境問題に関する国際会議「人間環境会議」が開催され、東西冷戦の最中にもかかわらず、先進国のみならず途上国も含む多数の政府および非政府組織が参加し、開発と環境の両立を謳う「人間環境宣言」が採択された（参考文献①） 。　
人間環境会議に先だって先進諸
国では工業化にともな 深刻な境汚染・破壊に直面するなか、環境行政専門部局の設置や環境関連法制の整備などが進めら 。その時日本では水俣病等 激甚な公害病への対応が迫られていた。また中国など途上国においては、貧困からの脱却 ための開発こそが
優先課題であったものの、国連人間環境会議において先進諸国における環境問題の深刻さを目 当たりにして、自国の環境問題に向き合う契機となった。　
人間環境会議以降の一連の国連










































済開発の進行、人口・地域構造の変容、気候変動による自然災害の頻発等によって環境・経済 社会のサステイナビリティが脅かされている局面が多々みられる。中国では改革開放以降 沿海部を中心にした目覚ましい経済成長は、環境汚染・破壊を国土の広範囲に引き起こすとともに、地域・階層間格差の拡大をも らしている。自然災害の頻発化や環境問題の深刻化は地理的・経済社会的条件が不利な地域・階層に大きな打撃となる。さらにアジア ユーラシアの内陸深くに目を移していくと、厳しい自然環境条件の下、歴史的、文化的な要素が複雑 絡み合 、






うことに他ならない。ここで「サステイナビリティ」には、人間の経済社会のサステイナビリティが自然生態系のサステイナビリティに大きく規定されていることを前提としつつ、そのなかで地域環境と地球環境を現世代が保全・利用しながら将来世代にいかに引き継いでいけるのかという問題 含意されている。生態危機とサステイナビリティがコインの裏表の関係にあるという認識に立ち戻り、長期にわたる環境と社会の変化のなかで人々は危機や災 にどのように対応し、ま 国や地方の政策がどのような役割を果たすこ できるのかを問いながら、複雑化た現代社会システムを自然生態系との関係から解きほぐし「現実の生態危機への対応 関する経験知の総合の試み」としてサ イナビリティ論を展開していくことがいま改めて求められている。
　
本特集は、二〇一二〜一三年度に
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